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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第44期
第３四半期
連結累計期間

第45期
第３四半期
連結累計期間

第44期
第３四半期
連結会計期間

第45期
第３四半期
連結会計期間

第44期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 8,697,6548,152,6522,816,1952,472,26312,521,639

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 254,511△63,406 30,431 1,907 460,268

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(千円) 98,077 △77,047 2,131 △5,034 212,667

純資産額 (千円) ― ― 2,778,0922,701,1292,884,341

総資産額 (千円) ― ― 7,526,4658,245,5298,094,030

１株当たり純資産額 (円) ― ― 318.53 309.70 330.71

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は四半
期純損失金額（△）

(円) 12.11 △8.83 0.24 △0.57 25.78

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 36.9 32.8 35.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △98,555 566,404 ― ― △115,107

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △239,689△127,767 ― ― △27,450

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △180,370△111,144 ― ― △195,186

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,307,2191,814,6001,487,219

従業員数 (名) ― ― 843 848 838

(注) １　 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２　 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第44期第３四半期連結累計期間、第44　期

第３四半期連結会計期間及び第44期は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。また、第45期第３四半期連結累計期間及び第45期第３四半期連結会計期間は、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　　 ３　 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載　して

おりません。
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２ 【事業の内容】

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名)
848
〔125〕

(注)  １　従業員数は、就業人員であり、執行役員５名を含んでおります。

 ２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

 ３　臨時従業員には、契約社員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

  

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名)
573
〔83〕

(注)  １　従業員数は、就業人員であり、執行役員５名を含んでおります。

 ２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。

 ３　臨時従業員には、契約社員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比（％）

システム開発事業 1,150,139 △24.9

サポート＆サービス事業 470,617 △15.4

パーキングシステム事業 641,656 ＋30.6

その他事業 86,908 ＋13.9

合計 2,349,323 △11.5

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、製造原価で表示しております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称
受注高 受注残高

金額(千円)
前年同四半期比

(％)
金額(千円)

前年同四半期比
(％)

システム開発事業 229,741 △52.9 1,375,774 △32.8

サポート＆サービス事業 18,661 △69.6 858,240 ＋22.7

パーキングシステム事業 583,451 ＋117.3 346,689 ＋53.0

その他事業 77,550 ＋8.3 2,902 △86.5

合計 909,405 ＋2.3 2,583,606 △13.7

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比（％）

システム開発事業 1,120,978 △28.4

サポート＆サービス事業 547,027 △16.6

パーキングシステム事業 726,425 ＋39.3

その他事業 77,832 ＋6.5

合計 2,472,263 △12.2

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。
　
　 (1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、鉱工業生産等の各種指標や景況感において景気

持ち直しとの判断があり、雇用や設備の過剰感も和らぐ兆しが見えてきておりますが、実体経済は厳し

い状況のまま推移いたしました。 

　当情報サービス産業におきましても、企業のＩＴ投資に対する姿勢は多少上向いた状況が感じられま

すが、経費削減のためのさまざまな要求や少ない案件への各社アプローチも激しさを増し、受注環境は

依然厳しい状況が続きました。 

　このような厳しい状況を乗り越えるため、当社グループにおきましては、以下の施策を進めてまいり

ました。

① ＩＴ関連の各事業部間の枠を取り払い、各営業情報を共有し業務受注を第１の優先課題とすること

で広範囲での受注につなげ、社員稼働率を向上させる。

② パッケージソリューションにおいて価格バリエーションを整えることで顧客対象範囲を広げ、早期

に受注を確保することで事業化に目処をつける。

③ パーキングシステム事業においては、ＥＣＯに対する社会認識の高まりの中で、当社の先行優位性

及び提案力を最大限活用することで、さらなる事業拡大を目指す。

さらに、パーキングシステム事業における駐輪場工事の効率化やサービス向上のために、東京都の特

定建設業の認可を取得いたしました。また、前連結会計年度から開発してまいりました、自社製のＳｕ

ｉｃａ対応精算機が検査に合格し、６月に完成いたしました。これにより、今まで以上に当該精算機を

首都圏で導入することができ、駐輪場利用者へのサービス向上が図れるものと思います。新しい試みと

して、パリやバルセロナで実際に自転車活用のモデルとして事業化されているコミュニティサイクル

（※１）の日本版を目指し、10月から２ヶ月間環境省主催で行われた都市型コミュニティサイクルの

丸の内地域での社会実験にも参画し、今後エコステーションと並ぶ第二の自転車関連事業としてのエ

コポートの準備も着々と進めております。

　（※１）コミュニティサイクル 　　　　

この事業は、自転車の貸し出し・返却の拠点をサービス地域内に複数箇所設置し、利用者が各拠点に設置し

てある自転車を自由に利用・返却でき、利用時間によって課金するサービスを提供するものです。当社では、こ

の事業をエコポートと名付けております。

このような施策を積極的に推進してまいりましたが、ＩＴ関連事業において、既存顧客の新規開発案

件凍結や保守業務の縮小など業務量が減少したこと、また、前連結会計年度から開発しております大規

模案件の第３四半期でのさらなる工数増による採算の悪化や既存顧客からの経費削減要求を受け、業

績は大幅に落ち込むこととなりました。 

　パーキングシステム事業においては、営業力の強化や代理店との協力体制強化で大幅に業績を伸ばす

ことができたものの、ＩＴ関連事業の業績の落ち込みを補うことはできませんでした。 　
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子会社の株式会社ゼクシスは、既存顧客のＩＴ投資予算絞込みで新規案件等の受注は苦戦しました

が、継続案件の落ち込みはある程度抑えることができ、第３四半期会計期間の売上、利益はほぼ予定通

りの業績を上げることができました。株式会社日本システムリサーチは、当業界における要員派遣の需

要が低迷し派遣要員数を減少させたことで売上は落ちましたが、経費の削減努力が奏功し、利益を確保

することができました。

以上により、当第３四半期連結会計期間の売上高は2,472百万円（前年同四半期比12.2％減）、営業

損失は21百万円（前年同四半期は営業利益17百万円）、経常利益は１百万円（前年同四半期比93.7％

減）、四半期純損失は５百万円（前年同四半期は四半期純利益２百万円）となりました。
　
　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。
　
①　システム開発事業

既存顧客のＩＴ投資は少し増加の兆しが見えるものの、受注環境は厳しいまま推移したため新規案

件の受注は伸びず、保守業務も縮小したままとなりました。また、新規顧客に対してさまざまなアプ

ローチを行いましたが、ＩＴ投資の絞り込みが厳しく業務を受注できなかったため、要員の空きが発生

してしまいました。前連結会計年度からの継続案件である大規模プロジェクトにおいても、手戻りの発

生などによる工数増が影響し採算を悪化させてしまいました。パッケージソリューションにおいては、

引き合いは多くソリューションに対する評価は高いものの、受注件数を伸ばすことができず厳しい状

況が続きました。これらにより、売上高1,120百万円（前年同四半期比28.4％減）、営業利益37百万円

（前年同四半期比72.4％減）となりました。

　
②　サポート＆サービス事業

経費削減要求による価格調整を余儀なくされたことなどで、売上を伸ばすことができませんでした。

また、マネージドサービスセンター業務（※２）においても、引き合いや見学希望は多いものの受注ま

でに至った業務は少なく、売上高547百万円（前年同四半期比16.6％減）、営業利益60百万円（前年同

四半期比2.7％増）となりました。

（※２）マネージドサービスセンター

　このサービスは、お客様のシステム運用部門に代わり24時間365日障害対応やシステム運用・保守まで、お客

様のＩＴインフラ全体をサポートするものです。

　
③　パーキングシステム事業

低炭素社会に向けた社会的な意識の高まりから自転車を取り巻く都市環境の整備が進んでおり、駐

輪場整備への要求やコミュニティサイクルの関心などもますます高まってきております。このような

環境において、営業力の強化や代理店との協力体制強化を推進し、利用者の利便性を追求する経営姿勢

などの実績が評価され、首都圏での受注を順調に伸ばすことができました。また、大阪、名古屋を含めた

都市部での代理店売上も順調に伸びたことで、当第３四半期連結会計期間の売上、利益を大幅に伸ばす

ことができ、売上高726百万円（前年同四半期比39.3％増）、営業利益66百万円（前年同四半期比

178.2％増）となりました。
　　 (2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間の財政状態は以下のとおりであります。

総資産は、前連結会計年度末に比べ151百万円増加し、8,245百万円となりました。増加した主なもの

は、リース投資資産の413百万円、現金及び預金の332百万円及び仕掛品の221百万円であります。一方、

減少した主なものは、受取手形及び売掛金の957百万円であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ334百万円増加し、5,544百万円となりました。増加した主なものは、

リース債務の475百万円であります。一方、減少した主なものは、買掛金の263百万円であります。 

　また、純資産は、前連結会計年度末に比べ183百万円減少し、2,701百万円となり、自己資本比率は、前連

結会計年度末の35.6％から32.8％となっております。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末と比較して313

百万円増加し、1,814百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比較して592

百万円増加し、359百万円の流入となりました。主な流入要因は、売上債権の減少額671百万円です。一方、主な

流出要因は、仕入債務の減少額212百万円です。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比較して33百

万円減少し、59百万円の流出となりました。主な流出要因は、有形固定資産の取得による支出39百万円及び無

形固定資産の取得による支出14百万円です。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比較して15百

万円増加し、13百万円の流入となりました。主な流入要因は、短期借入金の純増加額178百万円です。一方、主

な流出要因は、社債の償還による支出60百万円及び配当金の支払額54百万円です。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,000,000

計 14,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,800,000 8,800,000
ジャスダック証券取
引所

単元株式数は100株でありま
す。

計 8,800,000 8,800,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

新株予約権

平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとお

りであります。
　

株主総会の特別決議日(平成17年６月24日)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成21年12月31日)

新株予約権の数（個） 311

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 311,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　408

新株予約権の行使期間
　　 　         平成19年７月１日～
　　　          平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

　　 　         発行価格　　 408
　　　          資本組入額　 204

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時におい
ても、当社または当社の子会社の取締役、監査役または
従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただし、
任期満了による退任、会社都合による退職その他正当
な理由がある場合を除く。
その他の条件は、当社と新株予約権の割当を受けた
者との間で締結した「新株予約権割当契約」で定める
ところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認め
ない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

(注)　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

─ 8,800,000 ─ 438,750 ─ 903,593

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため

記載することができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しており

ます。

① 【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式    78,300
― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,720,700 87,207 ─

単元未満株式 普通株式     1,000― ─

発行済株式総数          8,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 87,207 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　 （自己保有株式）
日本コンピュータ・ダイナ
ミクス株式会社

東京都品川区西五反田　　４
丁目32－１

78,300 ─ 78,300 0.89

計 ― 78,300 ─ 78,300 0.89
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 239 250 290 300 305 303 295 285 260

最低(円) 200 220 238 268 269 260 250 222 227

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,993,159 1,660,761

受取手形及び売掛金 1,350,847 2,307,984

商品及び製品 87,818 50,119

仕掛品 497,839 275,950

その他 629,583 519,127

貸倒引当金 △676 －

流動資産合計 4,558,572 4,813,943

固定資産

有形固定資産 ※1
 720,444

※1
 660,285

無形固定資産

のれん 275,576 314,054

その他 193,051 187,559

無形固定資産合計 468,627 501,614

投資その他の資産

リース投資資産 1,151,900 738,097

その他 1,368,723 1,414,961

貸倒引当金 △22,740 △34,872

投資その他の資産合計 2,497,884 2,118,187

固定資産合計 3,686,956 3,280,086

資産合計 8,245,529 8,094,030

負債の部

流動負債

買掛金 294,032 557,035

短期借入金 1,023,300 949,901

1年内返済予定の長期借入金 111,510 126,830

1年内償還予定の社債 130,000 140,000

未払法人税等 3,474 100,147

賞与引当金 149,101 295,730

その他 828,453 565,042

流動負債合計 2,539,871 2,734,686

固定負債

社債 220,000 340,000

長期借入金 75,000 －

リース債務 1,209,934 734,904

退職給付引当金 1,166,889 1,073,150

役員退職慰労引当金 310,056 304,298

その他 22,648 22,648

固定負債合計 3,004,528 2,475,002

負債合計 5,544,400 5,209,688

EDINET提出書類

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社(E05120)

四半期報告書

13/28



(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 438,750 438,750

資本剰余金 903,593 903,593

利益剰余金 1,382,581 1,573,009

自己株式 △19,374 △19,374

株主資本合計 2,705,549 2,895,978

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,968 △12,265

為替換算調整勘定 △2,452 628

評価・換算差額等合計 △4,420 △11,636

純資産合計 2,701,129 2,884,341

負債純資産合計 8,245,529 8,094,030
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 8,697,654 8,152,652

売上原価 7,253,848 7,092,684

売上総利益 1,443,806 1,059,967

販売費及び一般管理費 ※1
 1,211,034

※1
 1,171,371

営業利益又は営業損失（△） 232,771 △111,403

営業外収益

受取利息 3,345 2,448

受取配当金 3,038 2,580

契約解除精算金 7,941 －

受取家賃 7,075 6,721

受取保険金及び配当金 12,566 13,603

補助金収入 － 32,699

雑収入 4,702 3,960

営業外収益合計 38,670 62,014

営業外費用

支払利息 14,531 12,244

雑損失 2,399 1,772

営業外費用合計 16,930 14,017

経常利益又は経常損失（△） 254,511 △63,406

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,350 1,350

投資有価証券売却益 － 909

その他 218 －

特別利益合計 1,568 2,259

特別損失

固定資産除却損 4,350 1,187

株式交換関連費用 20,016 －

投資有価証券評価損 － 6,234

その他 9,977 －

特別損失合計 34,344 7,421

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

221,735 △68,568

法人税等 118,081 8,479

少数株主利益 5,576 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 98,077 △77,047
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 2,816,195 2,472,263

売上原価 2,393,333 2,133,407

売上総利益 422,862 338,856

販売費及び一般管理費 ※1
 405,118

※1
 359,867

営業利益又は営業損失（△） 17,743 △21,010

営業外収益

受取利息 1,422 1,094

受取配当金 1,246 912

受取家賃 2,174 2,113

受取保険金及び配当金 12,038 2,000

補助金収入 － 20,949

雑収入 1,321 744

営業外収益合計 18,204 27,814

営業外費用

支払利息 4,811 4,261

雑損失 703 635

営業外費用合計 5,515 4,896

経常利益 30,431 1,907

特別利益

貸倒引当金戻入額 450 450

投資有価証券売却益 － 909

その他 75 －

特別利益合計 525 1,359

特別損失

固定資産除却損 － 1,187

投資有価証券評価損 5,335 －

特別損失合計 5,335 1,187

税金等調整前四半期純利益 25,622 2,079

法人税等 23,491 7,114

四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,131 △5,034
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

221,735 △68,568

減価償却費 90,417 117,150

のれん償却額 32,253 38,478

貸倒引当金の増減額（△は減少） 38 △673

賞与引当金の増減額（△は減少） △217,646 △146,628

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,375 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 35,861 92,449

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 21,167 5,757

受取利息及び受取配当金 △6,384 △5,028

支払利息 14,531 12,244

投資有価証券評価損益（△は益） － 6,234

売上債権の増減額（△は増加） 612,231 957,137

たな卸資産の増減額（△は増加） △589,192 △259,588

仕入債務の増減額（△は減少） △53,833 △263,002

未払消費税等の増減額（△は減少） △33,847 △31,218

その他の流動資産の増減額（△は増加） △172,774 22,817

その他の流動負債の増減額（△は減少） 343,580 194,728

その他の固定負債の増減額（△は減少） △41,070 －

その他 152,357 △5,404

小計 397,050 666,884

利息及び配当金の受取額 5,786 4,888

利息の支払額 △16,424 △13,614

法人税等の支払額 △484,967 △122,504

法人税等の還付額 － 30,750

営業活動によるキャッシュ・フロー △98,555 566,404

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △140,315 △37,017

定期預金の払戻による収入 136,079 32,000

有形固定資産の取得による支出 △39,436 △81,047

無形固定資産の取得による支出 △81,018 △54,626

子会社株式の取得による支出 △44,663 －

敷金及び保証金の増減額（△は増加） △55,437 710

保険積立金の増減額（△は増加） △18,654 7,911

その他 3,755 4,302

投資活動によるキャッシュ・フロー △239,689 △127,767
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 800,000 1,280,000

短期借入金の返済による支出 △704,091 △1,206,601

長期借入れによる収入 100,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △89,920 △140,320

社債の償還による支出 △150,000 △130,000

自己株式の取得による支出 △18,341 －

配当金の支払額 △112,874 △110,567

少数株主への配当金の支払額 △5,143 －

その他 － △3,656

財務活動によるキャッシュ・フロー △180,370 △111,144

現金及び現金同等物に係る換算差額 △22 △111

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △518,638 327,380

現金及び現金同等物の期首残高 1,825,858 1,487,219

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,307,219

※１
 1,814,600
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

 会計処理基準に関する事項の変更 工事契約に関する会計基準の適用

受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、検収基

準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19

年12月27日）を適用し、第１四半期連結会計期間に着手した受注制作ソフ

トウェアから、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果

の確実性が認められるものについては工事進行基準（進捗率の見積りは原

価比例法）を、その他のものについては検収基準を適用することとしてお

ります。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は27,902千円、売上総利

益は2,853千円増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失

は、それぞれ2,853千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　　前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券評価

損」は、特別損失の総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は5,335千円であ

ります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示してお

りました「投資有価証券評価損益（△は益）」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲

記しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「投資有

価証券評価損益（△は益）」は5,335千円であります。

　

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成21年12月31日)

（四半期連結貸借対照表関係）

１　前第３四半期連結会計期間において、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「リース投

資資産」は、資産の総額の100分の10を超えたため、当第３四半期連結会計期間より区分掲記しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間の投資その他の資産の「その他」に含まれる「リース投資資産」は452,370千

円であります。

２　前第３四半期連結会計期間において、固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「リース債務」は、負

債及び純資産の合計額の100分の10を超えたため、当第３四半期連結会計期間より区分掲記しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間の固定負債の「その他」に含まれる「リース債務」は452,020千円でありま

す。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

 税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗

じて計算する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 498,348千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　  424,921千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 335,560千円

賞与引当金繰入額 24,937千円

退職給付費用 40,749千円

役員退職慰労引当金繰入額 26,647千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 371,587千円

貸倒引当金繰入額 676千円

賞与引当金繰入額 23,690千円

退職給付費用 40,870千円

役員退職慰労引当金繰入額 20,382千円

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 115,690千円

賞与引当金繰入額 24,937千円

退職給付費用 13,270千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,749千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 111,004千円

賞与引当金繰入額 27,857千円

退職給付費用 14,938千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,688千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金 1,732,581千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△425,362千円

現金及び現金同等物 1,307,219千円
 

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間

末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係（平成21年12月31日現在）

現金及び預金 1,993,159千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△178,559千円

現金及び現金同等物 1,814,600千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,800,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 78,398

　

　

３　配当に関する事項

  (1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月24日
定時株主総会

普通株式 56,690 6.50平成21年３月31日平成21年６月25日利益剰余金

平成21年10月30日
取締役会

普通株式 56,690 6.50平成21年９月30日平成21年12月２日利益剰余金

　
(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
システム
開発事業
(千円)

サポート＆
サービス事
業(千円)

パーキング
システム事
業(千円)

その他事業

(千円)

計

(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

1,566,061655,672521,39273,0692,816,195― 2,816,195

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― 2,862 2,862(2,862) ―

計 1,566,061655,672521,39275,9312,819,058(2,862)2,816,195

営業利益 136,39358,74223,7661,030219,932(202,189)17,743

(注) １　事業の区分は、サービスの種類、性質及び市場の類似性を考慮し、区分しております。

２　各事業区分の主なサービス

(1)システム開発事業 ………………コンサルティング、システムインテグレーションサービス
　

(2)サポート＆サービス事業 ……テクニカルサポートサービス、ヘルプデスクサービス
　

(3)パーキングシステム事業 ……
自転車駐車場管理システムの販売及び運営、自転車駐車場運営に関す

るコンサルティング
　

(4)その他事業 ………………………ソフトウェアパッケージの販売、その他のサービス

３　会計処理基準に関する事項の変更

　　　 （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　　　   「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第１

四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）に変更しております。 　

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
システム
開発事業
(千円)

サポート＆
サービス事
業(千円)

パーキング
システム事
業(千円)

その他事業

(千円)

計

(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

1,120,978547,027726,42577,8322,472,263― 2,472,263

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― 13,08013,080(13,080)―

計 1,120,978547,027726,42590,9122,485,344(13,080)2,472,263

営業利益又は営業損失(△) 37,62460,35366,120△4,458159,639(180,650)△21,010

(注) １　事業の区分は、サービスの種類、性質及び市場の類似性を考慮し、区分しております。

２　各事業区分の主なサービス

(1)システム開発事業 ………………
コンサルティング、システムインテグレーションサービス、パッケー

ジソリューションサービス
　

(2)サポート＆サービス事業 ……
テクニカルサポートサービス、ヘルプデスクサービス、アウトソーシ

ングサービス
　

(3)パーキングシステム事業 ……
自転車駐車場管理システムの販売及び運営、自転車駐車場運営に関す

るコンサルティング
　

(4)その他事業 ………………………
ソフトウェアパッケージの販売、システム等管理運営、その他のサー

ビス

３　会計処理の方法の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
システム
開発事業
(千円)

サポート＆
サービス事
業(千円)

パーキング
システム事
業(千円)

その他事業

(千円)

計

(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

4,751,1511,951,3151,814,998180,1908,697,654― 8,697,654

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― 6,537 6,537(6,537) ―

計 4,751,1511,951,3151,814,998186,7288,704,192(6,537)8,697,654

営業利益又は営業損失(△) 463,948165,067223,045△1,099850,962(618,191)232,771

(注) １　事業の区分は、サービスの種類、性質及び市場の類似性を考慮し、区分しております。

２　各事業区分の主なサービス

(1)システム開発事業 ………………コンサルティング、システムインテグレーションサービス
　

(2)サポート＆サービス事業 ……テクニカルサポートサービス、ヘルプデスクサービス
　

(3)パーキングシステム事業 ……
自転車駐車場管理システムの販売及び運営、自転車駐車場運営に関す

るコンサルティング
　

(4)その他事業 ………………………ソフトウェアパッケージの販売、その他のサービス

３　会計処理基準に関する事項の変更

　　　 （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　　　   「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第１

四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）に変更しております。 

　これにより、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、システム開発事業

が28,384千円減少しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
システム
開発事業
(千円)

サポート＆
サービス事
業(千円)

パーキング
システム事
業(千円)

その他事業

(千円)

計

(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

3,822,4111,695,8582,499,222135,1608,152,652― 8,152,652

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― 28,84928,849(28,849)―

計 3,822,4111,695,8582,499,222164,0108,181,502(28,849)8,152,652

営業利益又は営業損失(△) 29,966169,873312,703△18,813493,728(605,132)△111,403

(注) １　事業の区分は、サービスの種類、性質及び市場の類似性を考慮し、区分しております。

２　各事業区分の主なサービス

(1)システム開発事業 ………………
コンサルティング、システムインテグレーションサービス、パッケー

ジソリューションサービス
　

(2)サポート＆サービス事業 ……
テクニカルサポートサービス、ヘルプデスクサービス、アウトソーシ

ングサービス
　

(3)パーキングシステム事業 ……
自転車駐車場管理システムの販売及び運営、自転車駐車場運営に関す

るコンサルティング
　

(4)その他事業 ………………………
ソフトウェアパッケージの販売、システム等管理運営、その他のサー

ビス

３　会計処理の方法の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。

これにより、従来の方法によった場合に比べて、システム開発事業における営業利益は2,853千円増加してお

ります。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１

日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31

日)

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合がいずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１

日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31

日)

　海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　309.70円 　　　　　　　　　　　　　330.71円

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 12.11円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。
　

１株当たり四半期純損失金額 8.83円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純
損失であるため記載しておりません。
　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

  四半期純利益又は四半期純損失（△） 98,077千円 △77,047千円

  普通株式に係る四半期純利益又は
  四半期純損失（△）

98,077千円 △77,047千円

  普通株主に帰属しない金額 ─千円 ─千円

  普通株式の期中平均株式数 8,092千株 8,721千株

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 0.24円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。
　

１株当たり四半期純損失金額 0.57円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純
損失であるため記載しておりません。
　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

  四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,131千円 △5,034千円

  普通株式に係る四半期純利益又は
　四半期純損失（△）  

2,131千円 △5,034千円

  普通株主に帰属しない金額 ─千円 ─千円

  普通株式の期中平均株式数 8,762千株 8,721千株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第45期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年10月30日開催の

取締役会において、平成21年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議し、配当を行っております。
　
（1）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　56,690千円

（2）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　６円50銭

（3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成21年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社

取　締　役　会 　 御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　江　　口  　泰　　志　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　渡　　邊 　 力　  夫　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

コンピュータ・ダイナミクス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３

四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年

４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社及

び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３

四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社

取　締　役　会　  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    江    口    泰    志    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡　　邊　　力　　夫    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

コンピュータ・ダイナミクス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３

四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年

４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社及

び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３

四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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